
地域⼀体となった広域型総合防除のあり⽅について
（中間とりまとめ）

－参考資料－

注）掲載している情報等は、令和８年３⽉末時点の情報に基づくものである。



（はじめに）総合防除の実践が必要な理由

注）記載順は防除の困難さの優劣を⽰すものではない。また、記載事例及び要因は、都道府県への聞き取りに基づく⼀例である。

防除が難しい主な理由害⾍

薬剤抵抗性の発達、気候変動、ウイルス媒介（アザミウマ類、コナジラミ類）アザミウマ類、コナジラミ類、
ハダニ類

農薬散布適期の判断が困難、園地外が発⽣源、
発⽣時期や⾶来量の年次／地域変動が⼤きい、冬期越冬個体数の増加

果樹カメムシ類

栽培体系の多様化等による優占種の変遷、⽣態解明が必要、
他の斑点⽶カメムシ類と防除適期が異なる

イネカメムシ

気候変動による冬期越冬個体数の増加、適期防除が困難、耕作放棄地の増加斑点⽶カメムシ類
（イネカメムシ以外）

冬期越冬個体数の増加、繁殖⼒の⾼さ、耕種的防除の不徹底スクミリンゴガイ

有効な農薬が少ない、薬剤抵抗性の発達カイガラムシ類（主に果樹・茶）

気候変動に伴う発⽣時期の変化・発⽣量の増加、薬剤抵抗性の発達ハスモンヨトウ、オオタバコガ、
シロイチモジヨトウ等 2

病害⾍・雑草防除の課題
① 気候変動への対応、薬剤抵抗性病害⾍･雑草の発⽣及びまん延

・発⽣時期の早期化及び終息時期の遅延、発⽣量の増加、分布域の拡⼤。
・化学農薬に依存した防除体系により、薬剤抵抗性を獲得した病害⾍・雑草が発⽣及びまん延。

② 農業従事者の減少・⾼齢化等による病害⾍・雑草管理の粗放化
・農業従事者の減少、⾼齢化等により、⼟づくり等の病害⾍が発⽣しにくい環境づくりや適時・適切な防除が不⼗分となり、

農作物被害の拡⼤が懸念。
・法⼈化や平均経営耕地⾯積の増⼤に伴い、ほ場の⾒回りによる病害⾍の発⽣状況の観察が不⼗分。

③ 地域の指導者の減少による防除指導体制の脆弱化
・病害⾍防除所や普及指導センターの職員など⽣産現場の地域指導者が減少、⼗分な現場指導が困難。



農業者の減少・⾼齢化に伴う労⼒不⾜による⽣産現場の課題

参照︓新たな⾷料・農業・農村基本計画に関する地⽅説明会資料
（https://www.maff.go.jp/j/keikaku/k_aratana/ （以下同じ））

○農地⾯積は、483万ha（2000年）から427万ha（2024年）へと約12％減少。農業経営体数は
20年間で半減。⼀⽅、法⼈等団体経営体は増加。これら法⼈等の担い⼿が離農農地の受⽫とし
て経営規模を拡⼤し、地域の農業⽣産や農地維持に貢献。

○農業経営体数は10年間で半減すると⾒込まれる中、経営規模の拡⼤がない場合、多くの農地が
利⽤されなくなるおそれ。このため、⽣産量を維持するには、⽣産性の抜本的向上による、経
営規模の拡⼤に向けた取組が極めて重要。

3

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



農業者の減少・⾼齢化に伴う労⼒不⾜による⽣産現場の課題

参照︓新たな⾷料・農業・農村基本計画に関する地⽅説明会資料

○⼟地利⽤型作物は、2030年に経営体数は27万経営体と半減。経営規模の拡⼤を考慮せず試算
すると、農地利⽤が約70万ha減少するおそれ。

○果樹は、2030年に経営体数は全ての経営体で減少または横ばい。経営規模の拡⼤を考慮せず
試算すると、経営⾯積が半減するおそれ。

4

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



参照︓新たな⾷料・農業・農村基本計画に関する地⽅説明会資料

農業経営の⼤規模化に伴う⽣産現場の課題
○ 農業者が減少する中、⽣産性の向上、⽣産コストの低減を図るためには、スマート農業技術の

導⼊、担い⼿への農地の集積・集約化等に資する基盤整備により、良好な営農条件の確保が重
要。

○ このため、「地域計画」と連携しつつ、農地の⼤区画化を推進するとともに、ほ場周りの草刈
り・⽔管理等の管理作業の省⼒化に資する整備、情報通信環境の整備等を推進。

5

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



参照︓新たな⾷料・農業・農村基本計画に関する地⽅説明会資料

担い⼿への農地の集積・集約化の推進

○担い⼿への農地集積率は、現状で6割まで拡⼤しており、2030年までに７割を⽬指し、⻑期的
には、担い⼿が農業⽣産の相当部分を担う農業構造（８割）に到達すべく農地の集積・集約化
を推進。

○ 策定された「地域計画」の多くは、①将来の受け⼿が⾒つからない農地が多数存在、②現況地
図をそのまま活⽤している等、⾒直しが必要。

○ このため、市町村、農業委員会、農地バンク等の関係機関と連携し、国のリーダーシップの下、
市町村における地域計画の継続的なブラッシュアップや実現に向けた取組をプッシュ型で⽀援。

6

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



参照︓農林⽔産省HP（https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/chiiki_keikaku.html）

地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）について①

農地の集約化等の取組を加速化するよう、令和５年４⽉1⽇に改正農業経営基盤強化促
進法等が施⾏され、下記について進めることとされた。
① 地域での話合いにより⽬指すべき将来の農地の利⽤を明確化する地域計画を定める。
② 地域計画の実現のため、地域内外から農地の受け⼿を幅広く確保し、農地バンクを

活⽤した農地の集約化等をする。

協議事項︓
（１）農⽤地の集積、集約化の⽅針
（２）農地中間管理機構の活⽤⽅針
（３）基盤整備事業への取組⽅針
（４）多様な経営体の確保・育成の取組⽅針
（５）農業協同組合などの農業⽀援サービス事業者等への農作業委託の活⽤⽅針

任意事項︓⿃獣被害防⽌対策、有機・減農薬・減肥料、スマート農業、畑地化・輸出
等、果樹等、燃料・資源作物等、保全・管理等、農業⽤施設等

7

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



地域計画（地域農業経営基盤強化促進計画）について②

参照︓農地をめぐる状況について（令和８年１⽉、https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/wakariyasu.html） 8

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



参照︓新たな⾷料・農業・農村基本計画に関する地⽅説明会資料

スマート農業技術の開発・導⼊、農業⽀援サービス事業者の育成
○ 農業者が⼤幅に減少することが⾒込まれる中、少ない⼈数でも安定的に⾷料を供給できる体制

の確⽴が課題。
○ このため、スマート農業技術活⽤促進法に基づく、研究開発等に取り組むスタートアップ等に

対する農研機構の施設供⽤等を通じた産学官連携の強化による研究開発、スマート農業技術に
適合した栽培⽅法の⾒直し等の新たな⽣産の⽅式の導⼊、スマート農業技術の活⽤を促進する
農業⽀援サービス事業者の活動⽀援等を推進。
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我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



参照︓令和6年度 ⾷料・農業・農村⽩書（https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r6/zenbun.html）

農業⽀援サービスの利⽤状況

10

我が国の⾷料・農業・農村に係る課題や構造転換に向けた対応⽅針



農業者の減少・⾼齢化に伴う労⼒不⾜による⽣産現場の課題

参照︓植物防疫の在り⽅について（中間論点整理）
（R3.6.30植物防疫の在り⽅に関する検討会、https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/keneki/arikata.html）

○ 農業者の減少や⾼齢化に伴う労⼒不⾜（量・質）により、⽣産現場において病害⾍の発⽣状況
の変化への対応や適切な防除の実施への課題等が⽣じている。

＜課題が⽣じていると回答︓45都道府県＞
【主な課題】
－⾼齢のため、ハダニ類やアザミウマ類など微⼩害⾍や病斑等の確認が難しく、初期発⾒の

遅れが⽣じている。
－⾼齢化に伴う労⼒不⾜から、ほ場内の観察や発⽣状況に応じた適期・適切な防除が実施で

きなくなっている。
－⾼齢化により防除機械を持たず外部団体に委託している。このため、突発的な病害⾍の発

⽣に対応できない。
－トビイロウンカやいもち病など、緊急に防除が必要な場合において、地域で防除を担える

組織や⼈がいない。
－動⼒噴霧器は適期防除が可能だが、⾼齢者は体⼒的に対応が困難。請負防除を委託する場

合には計画散布が主となるため、防除適期に散布できていない場合がある。
－新しい知⾒や技術の導⼊に対応できていない⽣産者がいる。
－耕作放棄地（遊休農地、荒廃農地等）が病害⾍の発⽣源となりうる。

【課題解決のための主な取組み】
・発⽣予察情報の提供による注意喚起、農家への指導⽅法の改善、作業委託による共同防除、

地域の実情に応じた防除体系への⾒直し、スマート農業の推進、担い⼿の育成・確保

11
※令和２年11⽉に植物防疫課が⾏った各都道府県担当者への意⾒照会結果に基づく。

農業者の減少・⾼齢化、農業経営の⼤規模化等に伴う防除の課題



耕作放棄地、所有者不明農地等が要因の1つとなっている病害⾍・雑草

病害⾍・雑草名作物名
斑点⽶カメムシ類（イネカメムシを含む。）、スクミリンゴガイ、いもち病、
ナガエツルノゲイトウ、ヒエ等⽔稲

カラスムギ⻨類
外来雑草⼤⾖
ミカンバエ、カミキリムシ類、カイガラムシ類等かんきつ
炭疽病、カキノヘタムシガかき
クビアカツヤカミキリばら科果樹、さくら
⿊星病なし
ビワキジラミびわ
シンクイムシ類、ヤガ類、⿊星病、腐らん病りんご
各種病害⾍茶
コナジラミ類、アザミウマ類等（⾍媒伝染性ウイルス）全般

※令和６年４⽉に植物防疫課が⾏った各都道府県担当者への意⾒照会結果に基づく。 12

各都道府県⼜は市町村において検討⼜は実施されている対策
－放任園解消PTを設置、薬剤散布経費の助成、弁護⼠等による伴⾛⽀援
－斑点⽶カメムシ対策として休耕⽥で使⽤可能な農薬を⽤いた防除指導
－ももせん孔細菌病対策として薬剤費の助成
－かんきつ放任園での防除対策経費の助成 等

農業者の減少・⾼齢化、農業経営の⼤規模化等に伴う防除の課題



農業経営の⼤規模化に伴う⽣産現場の課題
○ 農業経営の⼤規模化により、細やかな防除対応、新たな技術開発等に関する課題が⽣じている。

＜課題が⽣じていると回答︓42都道府県＞
【主な課題】
－⼤規模農業者は、発⽣状況の把握が難しいなどの理由により、細やかな防除ができず、ス

ケジュール防除や⼀⻫防除となっている。また、天候による⽣育不良があってもスケ
ジュールを急に変更できず、防除適期を外してしまうことが多い。

－⼤規模化により管理作業に追われ、ほ場の⾒回りができず、草刈りを適期に⾏えないため、
病害⾍発⽣の原因になっているおそれがある。

－⽣産法⼈の従業員の中には知識と技量が⼗分でない者も多く、薬剤を散布しすぎる、隣接
ほ場へ農薬を⾶散させてしまうなどの事例もみられる。

－省⼒化技術の開発・導⼊が必要。
－管理するほ場間の移動が負担。
－農地⾯積の拡⼤に伴う栽培品種の多様化・栽培期間の⻑期化に応じた、発⽣予察調査の実

施が求められる。

【課題解決のための主な取組み】
・スマート農業の推進、発⽣予察情報の作成等の改善、地域の実情に応じた防除体系の⾒直

し、作業委託による共同防除

13参照︓植物防疫の在り⽅について（中間論点整理）
（R3.6.30植物防疫の在り⽅に関する検討会、https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/keneki/arikata.html）

※令和２年11⽉に植物防疫課が⾏った各都道府県担当者への意⾒照会結果に基づく。

農業者の減少・⾼齢化、農業経営の⼤規模化等に伴う防除の課題



参照︓有機農業をめぐる事情（令和7年10⽉、https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/index.html）

栽培体系の多様化（有機農業等）について

○⽇本の有機農業の取組⾯積は拡⼤傾向、特に有機JAS認証農地は10年で2.2倍に拡⼤。
○「⾷料・農業・農村基本計画」において、有機農業については３つのKPIが設定され、その推

進が図られている。

14

栽培体系の多様化に伴う⽣産現場の課題



栽培体系の多様化（有機農業等）について

15参照︓有機農業をめぐる事情（令和7年10⽉、https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/index.html）

栽培体系の多様化に伴う⽣産現場の課題



参照︓農林⽔産省HP（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/houritsu.html）

（参考）みどりの⾷料システム法に基づく特定区域設定について

○「特定区域」とは、地域ぐるみで環境負荷低減に取り組む計画が基本計画に位置付けられたモ
デル地域。

○ 特定区域の設定に当たっては、特定区域の範囲やその中で⾏われる取組の内容についてそれぞ
れ要件を満たすよう計画を作成する必要。区域内では、有機農業の栽培管理協定や国庫補助事
業の優遇等のメリットあり。

16

栽培体系の多様化に伴う⽣産現場の課題



参照︓農林⽔産省HP（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/houritsu.html）

（参考）みどりの⾷料システム法に基づく特定区域設定について

○有機農業は、農薬の⾶散防⽌、病害⾍のまん延防⽌などに留意して取り組む必要があり、周囲
の調整が課題

○基本計画で定められた特定区域内において、市町村⻑の認可を受けて、農業者同⼠が栽培管理
についての協定を締結できる制度を創設（地域ぐるみで有機農業の団地化を促進）

○令和８年１⽉末時点で、有機協定は茨城県常陸⼤宮市で締結。

17

栽培体系の多様化に伴う⽣産現場の課題



18

広域型総合防除のイメージ
リーダー サービス事業体技術指導者農業者 発⽣源所有者等

①サービス事業体の活⽤
②役割分担の⾒直し

⽳のない防除対策

広域型総合防除の基本的考え⽅
広域型総合防除の基本的な考え⽅



広域型総合防除の基本的考え⽅－海外での取組－

2007年

AW-IPMの様々な基本的な
要素に取り組もうとする論
⽂（30カ国の専⾨家による
66本）が整理されている

○農家単位ではない広域での防除について、諸外国では、⼀般的に”Area Wide IPM”
（⼜は”Area Wide Pest Management”等）の表現が⽤いられている。

○ 2007年及び2021年に、FAO／IAEAからレポートが公表されている
（不妊⾍放飼や衛⽣害⾍への対応を含めた、病害⾍防除全般を対象とするもの）

2021年

AW-IPMの様々な基本的な
要素に取り組もうとする論
⽂（30カ国の専⾨家による
48本）を整理

・AW-IPMは、地域内の病害⾍の総
個体群を効果的に制御する上で中
⼼的な役割を果たす。

・AW-IPMは、
－事後対応型ではなく予防型戦略。
－病害⾍個体群を時間と空間の観

点から捉える。これにより、費
⽤対効果が⾼く持続可能な管理
の実現に資する。

－農業だけでなく、⾃然やその他
の地域を含む、より広域にわた
る協調的な取組を包含する。

－利害関係者間の調整、アプロー
チの⼀元管理、コミュニティの
強⼒な関与が必要。 19

広域型総合防除の基本的な考え⽅



諸外国での広域型総合防除の捉え⽅（Area Wide IPM）について

Field-by-field IPM （2007年レポートより抜粋）

（仮訳）
圃場ごとのIPM実践︓商業的栽培地域では経済的被害許容⽔準を下回って害⾍の密度が抑制されるが、放置

された作物、代替宿主、裏庭（backyard）にある宿主⼜は野⽣の宿主では、多くの場合、害⾍密度
が抑制されない。その結果、害⾍にとっての避難場所が相当残るため、その場所が、栽培地域に被害
をもたらす程度の害⾍個体群の新たな密度増加につながる。 20

広域型総合防除の基本的な考え⽅



Area wide IPM （2007年レポートより抜粋）

（仮訳）
AW-IPM︓放置された作物、代替宿主、裏庭（backyard）にある宿主、野⽣の宿主等すべての地域で、経

済的被害許容⽔準以下に害⾍密度が抑制される。その結果、害⾍の避難場所は顕著に残らず、栽培地
域に被害をもたらす程度の害⾍個体群の密度増加につながらない。 21

諸外国での広域型総合防除の捉え⽅（Area Wide IPM）について
広域型総合防除の基本的な考え⽅



Area-Wide Management of Rice Planthopper Pests in Asia through Integration 
of Ecological Engineering and Communication Strategies
（⽣態⼯学及びコミュニケーション戦略の統合によるアジア地域でのウンカ類の広域管理）

K. L. HEONG, Z. R. ZHU, Z. X. LU, M. ESCALADA, H. V. CHIEN, L. Q. CUONG and J. CHENG
（Institute of Insect Sciences, Zhejiang University, Zijingang, Hangzhou, China等）

・国際稲研究所（IRRI）の科学者らが、豪州、中国、タイ及びベトナムの研究者と共同
で実施した複数国・複数年にわたる野外試験では、⽣態⼯学的⼿法として稲作ほ場の
畦畔に花を栽培することにより、収益（7.5％増）、収量（5％増）、⽣物的防除効果
（45％増）が向上し、農村景観に美的価値が加わることが⽰された。

・同時にこの⽣態⼯学⼿法は、殺⾍剤使⽤量を70％削減し、害⾍密度を30％低下させ、
農家による化学農薬投⼊コストを70％削減した。

・ベトナムでは、何百万もの農⺠に働きかけるため、娯楽教育の原則を⽤いた2つのテ
レビシリーズが放映され、畦畔への花の栽培促進と殺⾍剤散布削減が推進された。

・そのテレビシリーズは、寄⽣蜂を広く知られた蜂と結びつけることにより、農家が寄
⽣蜂の役割を「視覚的に理解」し評価する助けとなった。シリーズを視聴した農家は、
殺⾍剤使⽤量を24％削減、収量が3.3％増加し、寄⽣蜂への理解が深まり、花帯設置
への肯定的態度が得られた。

（例）掲載論⽂より

22

諸外国での広域型総合防除の捉え⽅（Area Wide IPM）について
広域型総合防除の基本的な考え⽅



23

普及指導員の役割について

参照︓協同農業普及事業をめぐる情勢（令和7年6⽉、https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/h_about/index.html）
協同農業普及事業の実施についての考え⽅（ガイドライン）
（https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/attach/pdf/index-9.pdf）

普及指導員の役割︓
協同農業普及事業において、普及指導員（農業⾰新⽀援専⾨員を含む。）は、⾼度な専⾨技術・知識によって、地域の課題等に
対応する技術体系の構築及び普及や、農業者の経営⽀援等を⾏うスペシャリスト機能を有している。また、農業者、農業者団体、
試験研究機関に加え、（略）多様な関係者の有機的な連携の構築や地域の合意形成の促進等を⾏うコーディネート役を担うこと
を通じた産地のプロデュース機能を有している。

広域型総合防除の構築及び強化に必要な関係者の役割



課題解決に向けた研究開発・地域に合った実証等の分担協⼒事例
■⿅児島県サツマイモ基腐病対策プロジェクトチーム

（参照）協同農業普及事業の成果事例（令和6年度、https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/h_zirei/r6/r6.html）
かんしょをめぐる状況について（令和７年9⽉、https://www.maff.go.jp/j/seisan/tokusan/imo/siryou.html）

○ 平成30年に⿅児島県で初めて確認されたサツマイモ基腐病は、令和3年には作付⾯積に対す
る本病の発⽣割合が75％に上昇し、⼤きな減収要因となった。

○ このため、令和４年に「⿅児島県サツマイモ基腐病対策アクションプログラム」が策定され、
県・地域サツマイモ基腐病対策プロジェクトチーム（PT）を⽴ち上げ、関係機関・⾏政・研
究・普及組織が⼀体となり、基腐病菌を圃場に、「持ち込まない」、「増やさない」、「残
さない」の３つの対策の総合的な取組が推進された。

○ その結果、令和5年には作付⾯積に対する本病の発⽣割合が18％まで減少した。

１．対策アクションプラグラムの策定とサツマイモ基腐病対策PTの⽴ち上げ
・ ３つの対策の総合的な取組の推進
・ 県PT・地域PTとの連携・調整を⾏い、具体的な取組⽀援と情報共有

２．防除技術開発⽀援と試験研究機関との調整
・ 戦略的スマート農業技術等の研究事業への参画・⽀援による防除技術の確⽴
・ 栽培管理時期（育苗期・本圃・栽培終了後）に合わせた防除技術の提供

３．地域PTにおける防除対策の展⽰実証ほの取組⽀援
・ ３つの対策を総合的に講じた展⽰ほの設置、取組⽀援
・ 展⽰ほにおける実績取りまとめやその成果の普及

４．⽣産現場への技術の周知と優良事例の共有化
・ 県域の聞き取りによる発⽣推移調査（４〜10⽉）
・ PT会などの組織の活性化及び情報伝達の迅速化

24

広域型総合防除の構築及び強化に必要な関係者の役割



広域型総合防除の基本的考え⽅－サービス事業体の関わり①－

参照︓https://www.nttedt.co.jp/agri

＜（株）NTT e-Drone Technologyの事例＞
従来︓⼩規模農家が多く⾼齢化も進んでおり、町主導による⼀⻫防除を実施。しかし、農家への

意向調査や散布地図の作成、当⽇の⽴ち合い、散布結果の集計など、⼀⻫防除のとりまとめ
に関する業務が多岐に渡ることから、町職員の業務負担軽減が課題であった

1．将来的かつ抜本的な業
務効率化につながるデー
タベースの整理

2．業務負担の⼤きかった
アナログ作業へのICT
ツールの採⽤

3．⼩規模圃場に適した国
産の農業ドローンの採⽤

－取組み－

40%効率化

25

農業⽀援サービス事業体が“地域の取りまとめまで”実施

広域型総合防除の構築及び強化に必要な関係者の役割



広域型総合防除の基本的考え⽅－サービス事業体の関わり②－

参照︓https://www.optim.co.jp/agriculture/services/pts

＜（株）Optimの事例＞

26

広域型総合防除の構築及び強化に必要な関係者の役割

ピンポイントタイム散布︓防除作業全体をDX化するサービス。防除に関わる作業負
担を⼤幅に減らし、さらにAIによる適期散布で防除効果を
向上。

＜AIによる適期予測で
散布⽇を決定＞



広域型総合防除の基本的考え⽅－サービス事業体の関わり③－

＜ヤマハ発動機（株）の事例＞

27

広域型総合防除の構築及び強化に必要な関係者の役割



広域型総合防除の基本的考え⽅－サービス事業体の関わり④－

参照︓協同農業普及事業に関する意⾒交換会資料
（https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/h_siryo/h_ikenkoukankai_r06.html） 28

＜JA⿅児島県経済連によるドローン受託防除事業の例＞

広域型総合防除の構築及び強化に必要な関係者の役割



現場ニーズに対応した研究開発の推進

29参照︓農林⽔産省HP（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo03/gityo/g_needs/kadai.html）

今後の展望

農林⽔産省では、地⽅農政局等と連携し、都道府県や関係団体から、農業の⽣産現場で⽣じている技術的な課題
やニーズを収集・整理しています。これらの現場ニーズは、各地域の農業が直⾯している課題の状況を把握する
ための基礎的な情報として、研究開発に関する課題設定や施策検討等に活⽤されます。

令和7年度は、地⽅農政局等が開催する地域研究・普及連絡会議を通じて、普及指導員、研究者、⾏政担当者
から意⾒を収集し、合計576件の技術的課題（現場ニーズ）を取りまとめました。

●病害⾍・雑草対策に関する課題
病害⾍の発⽣状況の変化や薬剤耐性の進⾏、新規侵
⼊害⾍への対応などにより、従来の防除体系では⼗
分な対応が難しい事例が、複数地域で確認されてい
ます。地域単独での対応には限界がある課題も⾒ら
れ、発⽣状況の把握や情報共有を含めた広域的な対
応に向けた整理に関するニーズが⽰されています。



科学的知⾒や防除技術等に関する情報の共有（事例）
■農林⽔産省HP ■JPP-NET（（⼀社）⽇本植物防疫協会が運営）

30

科学的知⾒や確⽴された防除技術等に関する優良
事例等を掲載

都道府県が発表する発⽣予察情報、注意報等を速
やかに掲載

参照︓農林⽔産省HP
（https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/g_zirei/
kennkyuu_link.html）
（https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/hukyu/h_zirei/in
dex.html）

今後の展望



広域型総合防除に関する研究

31参照︓令和８年度安全な農畜⽔産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進委託事業短期課題解決型研究
公募説明会⽤資料（https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/regulatory_science/rsr8.html）

今後の展望



広域型総合防除体制の構築推進

32参照︓令和８年度消費・安全局予算概算決定（https://www.maff.go.jp/j/syouan/yosan/yosan/250829.html）

今後の展望



地⽅創⽣2.0基本構想について

○ “地域⼀体となった防除の実現”は、
－「地⽅創⽣2.0基本構想」（令和７年６⽉13⽇閣議決定）において、掲げる政策

の５本柱の うち、「稼ぐ⼒を⾼め、付加価値創出型の新しい地⽅経済の創⽣〜
地⽅イノベーション創⽣構想〜」に係る施策として位置付けられた。

－同構想で⽰された⽅針を踏まえ、「地⽅創⽣に関する総合戦略〜これまでの地⽅
創⽣の取組のフォローアップと推進戦略〜」（令和７年12⽉23⽇閣議決定）にお
いて、地域における⾼付加価値型産業創出に貢献する施策として位置付けられて
いる。

33

地域⼀体となった防除の実現
従来の個々の⽣産者による病害⾍防除から、地域全体で取り組む、より効果的・

効率的な病害⾍防除への転換を図るため、関係省庁、⽣産者、農業組織に加え、新
たに農業⽀援サービス事業体等の⺠間事業者も参画した、幅広い関係者が連携し、
地域⼀体となって取り組む防除体制の整備と導⼊を推進する。

参照︓内閣官房・内閣府総合サイト 地⽅創⽣（https://www.chisou.go.jp/sousei/policy_index.html）

今後の展望


